
平成 年度 事業説明書
１　基本情報

- -
- -
- -
2 1 2

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ - 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ -
重点項目 - 重点項目 -

施策 - 施策 -

29

事業番号 10 事業名 広報ことうら発行 事業区分

総合計画 基本施策 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 主要施策 地域とつながる明るい行政サービス

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

文書広報費
事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

5,021

事業の対象
(だれに)

全世帯

事業の目的
(なんのために)

毎月１回、町広報紙「広報ことうら」を発行する。

平成29年度 5,051 30

28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

○より見やすい広報紙を目指して、
・広報紙のレイアウト変更
・広報紙のフルカラー化
を行う。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町広報公聴規程

1　広報紙の編集、発行に関する費用　5,051千円
　 広報紙印刷製本　　　　　　      5,001千円（本紙：フルカラー、お知らせ版１色刷り）

   消耗品費　　　　　　　　　 　 　50千円

　　　　広報ことうら印刷製本（20ページ）単価15,100円×20ページ×11カ月＝3,322千円
　　　　広報ことうら印刷製本（24ページ）単価13,500円×24ページ×1カ月＝324千円
　　　　お知らせ版　　　　　　　　　　　単価8円×6,500部×12カ月＝624千円
　　　　電子書籍　　　　　　　　　　　　単価30千円×12カ月＝360千円
　　　　消費税　　　　　　　　　　　　　370,400円

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標 - - - -

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 -

年度毎
KPI

年度 27

実績-
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 5,803 750 30 5,023 4,499
平成28年度 5,209 30 5,179
平成29年度 5,051 30 5,021

-158前年度増減 -158

- ②-1 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

- -
- -
- -
2 1 2

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 11 事業名 広報公聴活動及び研修 事業区分

総合計画 基本施策 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 主要施策 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ - 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ -
重点項目 - 重点項目 -

施策 - 施策 -
文書広報費

事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

45

事業の対象
(だれに)

職員

事業の目的
(なんのために)

・広報紙作成及び放送業務に必要な技術の習得を目指して、各種研修会に参加する。
・日本広報協会の年会費を納入する。
・ドローンによる、琴浦町の魅力を伝える動画撮影を委託する。

平成29年度 45

実績 - - -
フェイスブックの活
用

いいね
シェア

30
-

- - -

達成率 - - -

備考
一般財源

年度毎
KPI

年度 27 28 29 30 31

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

・ドローンで撮影した動画を用いて、フェイスブックやＨＰで活用し、琴浦町の魅力を発信する。
・フェイスブックで住民参加型の企画を行い、住民に行政に関心を持っていただくことと、町の魅力発信を
行う。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町広報公聴規程

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

１　日本広報協会会費　　　　15千円
 

【新】２　ドローン撮影委託料　　　5千円×6カ月＝30千円(鳥取県中部観光推進機構)

指標 - - - 30

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 フェイスブックの反応数「いいね」「シェア」各事業３０以上

ドローン撮影委託料 いいね
シェア

目標
実績 - -

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

目標 - - - 30
達成率 - - -

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債

45 45
平成28年度 45 45
平成27年度 45

平成29年度 45 45
前年度増減 0 0

- ②-2 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 3

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 585 事業名 ホームページ運営 事業区分

総合計画 基本施策 自然と共に生きる環境のまちづくり 主要施策 地域情報化対策

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目
施策 施策

文書広報費
事業期間 開始 平成１６年度 終了 ー 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

266

事業の対象
(だれに)

町民、その他

事業の目的
(なんのために)

　ホームページの安定的なシステム稼動を図るため、公開システムの維持管理を行うとともに、情報を
公開する。

平成29年度 302 36

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目
目標 1,000,000 1,100,000

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

委託料　３０２千円
　ホームページ委託料　25,098円×12月分＝301,176円

1,200,000 1,300,000
実績 1,060,000 902,000

年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

年度

達成率
実績

72 254 325

国庫
支出金

県支出金
その他
(収入)

起債 一般財源

266
-24 0 -24
302 36

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

年度毎
KPI

年度 27 28 29 30 31

前年度
からの
改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町ホームページ広告掲載取扱要綱

指標

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

ホームページアクセ
ス件数

件

目標
達成率 106% 82%

当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考

平成29年度
290平成28年度 326 36

平成27年度 326

前年度増減

- ②-3 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 6

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 15 事業名 農村多元情報連絡施設管理運営 事業区分

総合計画 基本施策 自然と共に生きる環境のまちづくり 主要施策 地域情報化対策

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
ＣＡＴＶ管理費

事業期間 開始 平成16年度 終了 ー 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

18,571

事業の対象 町内ケーブルテレビ加入者及び新規加入者
事業の目的 　町内ＣＡＴＶ施設の適切な管理運営を図り、安定したサービスを提供する。

平成29年度 42,218 23,647

委託料　　                   １４，６３４千円
【新】光ケーブル施設設備保守料                        14,633,384円（8,400千円ＴＣＣより）
借上料　　　                    ７，５７７千円
　電柱共架料（中国電力）             3,613本×1,296円＝4,682,448円
　電柱添架料（ＮＴＴ）               1,631本×1,296円＝2,113,776円
　自営柱敷地借上料　                 1,300本×  600円＝  780,000円

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

光熱水費　　                  ３，３１６千円
　伝送路増幅器電気料　              276,300円×12月分＝3,315,600円
修繕料　　                  １３，０００千円
（東伯地区分：光ケーブル施設、赤碕地区分：同軸ケーブル）
手数料　　　　　　                   １３千円
　中電共架柱強度計算料　                     30本×432円＝12,960円
火災保険料　　　                   ９１８千円
　火災共済掛金（鳥取中央有線放送）                       789,034円
　火災共済掛金（有線放送施設）                           128,567円

　山陰合同銀行東伯支店 普通　        2,210,000円×0.020％＝  442円
　山陰合同銀行東伯支店 定期         12,900,000円×0.040％＝5,160円
　倉吉信用金庫浦安支店 定期          5,215,000円×0.025％＝1,303円

前年度から
の改善点等 　東伯地区の光ケーブル設備更新により、修繕料を約200万円減額することができた。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　■条例　■規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

負担金　　　　　                    ４７９千円
　　　　広域光ケーブル負担金　                            46,656円
【新】　Ｓ－ＡＭＰ盤負担金                               432,000円
農村多元情報連絡施設基金積立金　２，２７４千円
　農村多元情報連絡施設基金積立金　                     2,273,188円（伝送路使用料）
農村多元情報連絡施設基金利子　　　　　　７千円

規程の名称
琴浦町光ファイバーネットワーク施設条例、琴浦町光ファイバーネットワーク施設条例施行規則、琴浦町農村多元情報連絡施設整備分担金条例、
琴浦町農村多元情報連絡施設規則、琴浦町農村多元情報連絡施設利用条例、琴浦町農村多元情報連絡施設等基金条例

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標
年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31
指標

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 34,288 6,125 28,163 36,741
平成28年度 31,067 8,374 22,693
平成29年度 42,218 23,647 18,571

-4,122前年度増減 11,151 15,273

- ②-4 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 6

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 1022 事業名 防災行政無線システム維持管理 事業区分

総合計画 基本施策 自然と共に生きる環境のまちづくり 主要施策 地域情報化対策

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
ＣＡＴＶ管理費

事業期間 開始 平成１６年度 終了 ー 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

5,099

事業の対象
(だれに)

  町民

事業の目的
(なんのために)

　本町の情報、連絡を的確に伝達するため、防災行政無線システムの適切な管理運営を行う。

平成29年度 5,099

　修繕料の新規分（1,782千円）は、部落所有の放送機の修繕補助金が無くなることにより、今後、町
所有の部落放送用機器の設置依頼が予想されることから、各公民館むけの設置費及び回線混雑を解消
するための役場むけの機器設置に要する費用です。
火災保険料　　５１５千円
　火災共済掛金（防災行政無線・音声告知システム）  　          514,838円

前年度
からの

改善点等

　　　防災行政無線機移設工事　          16,000円× 3件×1.08＝ 51,840円
　　　防災行政無線機撤去工事　           5,000円× 3件×1.08＝ 16,200円
　　　防災行政無線機交換工事　          10,000円× 4件×1.08＝ 43,200円
　　　地区遠隔制御装置修繕工事          80,000円× 6件×1.08＝518,400円
【新】地区遠隔機能改修（役場）                                583,200円
【新】地区遠隔機能改修（公民館増設）      399,600円×3箇所＝1,198,800円

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

消耗品費　１，７９３千円
　　　地区遠隔制御装置用バッテリー　        3,456円×50ヶ＝  172,800円
【新】防災行政無線機                       32,400円×50台＝1,620,000円
　消耗品費の新規分（1,620千円）は、来年度始めには防災行政無線機の在庫が無くなることが予想
されることから、５ヶ月分を在庫として保管するものです。（月平均10台程度必要であるため、32,400
円／1台×10台×5ヶ月分）
修繕料　　２，７９１千円
　　　防災行政無線機新規工事　          13,000円×21件×1.08＝294,800円
　　　防災行政無線機修繕工事　          13,000円× 6件×1.08＝ 84,240円

年度 27 28 29 30 31

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　■条例　■規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町防災行政無線施設条例、琴浦町防災行政無線施設規則

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

指標

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 1,889 1,889 1,984
平成28年度 1,754 1,754
平成29年度 5,099 5,099

3,354前年度増減 3,354

- ②-5 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 6

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 1226 事業名 情報通信利用環境整備推進 事業区分

総合計画 基本施策 自然と共に生きる環境のまちづくり 主要施策 地域情報化対策

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
ＣＡＴＶ管理費

事業期間 開始 平成２８年度 終了 平成２９年度 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

工事請負費　　２７９，０００千円
　光ケーブル更新工事費　279,000,000円

前年度
からの

改善点等

　東伯地区に引き続き、平成２９年度で赤碕地区の光ケーブル更新工事を完成予定としており、全町で
ケーブルテレビやインターネットの安定したサービスを提供する。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)

599

事業の対象
(だれに)

町民

事業の目的
(なんのために)

　赤碕地区のケーブル施設の更新工事を行うことにより、情報通信の高速化図り、ケーブルテレビ、
インターネットの安定したサービスを提供する。

平成29年度 279,000 22,401 165,000 91,000

規程の名称

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 370,984 70,000 299,600 1,384 594,246
平成28年度 400,000 100,000 94,000 205,400 600
平成29年度 279,000 22,401 165,000 91,000 599

-1前年度増減 -121,000 -77,599 71,000 -114,400

- ②-6 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 17 事業名 企画関係事務 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
企画費

事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

2,558

事業の対象
(だれに)

臨時職員1名、公用車2台（2号車、新規リース車）

事業の目的
(なんのために)

企画関係事務等において円滑な事務を行う。

平成29年度 2,558 0 0 0 0

28 29

前年度
からの

改善点等
・公用車ハイゼットを廃止し、新たな公用車をリースする。（保険料19千円、借上料322千円）

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)
規程の名称

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

・臨時職員　1,830千円
　事務補助に従事する臨時職員の賃金
・需用費　333千円（消耗品費152千円、燃料費131千円、修繕料50千円）
・役務費　76千円（手数料14千円、自動車保険料62千円）
・使用料　22千円（CORINS等使用料）
【新】借上料　274千円（ハイゼットを廃止し、新たにリースする公用車）
・負担金　15千円（中部地区行政振興協議会負担金）
・自動車重量税　8千円

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 経常費用のため、特になし

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 2,425 0 0 0 0 2,425 2,339
平成28年度 2,233 0 0 0 0 2,233
平成29年度 2,558 0 0 0 0 2,558

325前年度増減 325 0 0 0 0

- ②-7 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 21 事業名 土地取引及び開発事業関係事務 事業区分

総合計画 基本理念 地域資源を生かした豊かなまち 基本テーマ 安定した就労環境の整備と魅力あるしごとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
企画費

事業期間 開始 H29.4 終了 H30.3 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

　土地売買等の契約をしたときに権利取得者からの届出を受けて、利用目的が土地の利用に関する計画に適
合するか判断した意見を付して、契約を結んだ日から２週間以内に知事に送付する。
　開発事業については、土地の無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を図るとともに、安全で快適な地域
環境の確保に努める。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 ■法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

1

事業の対象
(だれに)

　土地取引及び開発行為を行う事業者

事業の目的
(なんのために)

　土地の売買等の土地取引があった場合、利用目的が土地の利用に関する計画に適合するか判断し、その意
見を付して知事に送付する。
　開発事業については、民間等が実施する開発行為に対し、都市計画法に基づいた許可・完了検査等を行
う。

平成29年度 1

規程の名称 国土利用計画法（土地取引）、都市計画法（開発行為）

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標

実績
目標

達成率

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 1 65 0 ドラッグコスモス
平成28年度 1
平成29年度 1
前年度増減 0

- ②-8 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 865 事業名 携帯電話移動通信鉄塔整備事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
企画費

事業期間 開始 平成20年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

46

事業の対象
(だれに)

上中村部落に整備した携帯電話移動通信鉄塔の用地・建物

事業の目的
(なんのために)

上中村部落に整備した携帯電話移動通信鉄塔の用地借上と建物災害共済分担金を支払う。

平成29年度 46 0 0 0 0

28 29

前年度
からの

改善点等
特になし

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)
規程の名称

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

・火災保険料　22千円
　全国町村会の建物災害共済に加入し、分担金を支払う。
・借上料　24千円
　携帯電話移動通信鉄塔の用地の借上料を支払う。

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 経常費用のため、特になし

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 45 0 0 0 0 45 45
平成28年度 45 0 0 0 0 45
平成29年度 46 0 0 0 0 46

1前年度増減 1 0 0 0 0

- ②-9 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 8

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

・ 高度な専門知識を要する案件については、中電技術コンサルタントから１件あたり３０万円程度で
設計書の作成等の支援を受ける。

・ 簡易な営繕関係の設計業務委託は、町内建築士事務所に委託し、設計監理などの支援を受ける。
・ パンフレット、看板等のデザイン作成の経費を計上し、魅力ある広報の実施に努める。
・ 今後も指名審査会との連携を図っていく。

聖郷小学校昇降機設置工事監理業務 技術顧問業務　300千円×2件×1.08=648千円
聖郷小学校児童用トイレ改修工事監理業務 営繕関係設計等業務　54,000円×43人役
船上小学校児童用更衣室改修工事基本設計業務 2,322千円
東伯中学校自転車置場増設工事設計業務 デザイン顧問業務　1,030千円
赤碕中学校給食配膳室設置工事設計単価修正業務
旧以西小学校改修工事設計業務（加工施設、食堂）
安田地区公民館エアコン更新業務
総合体育館総合設備点検業務
東伯総合公園遊具設置設計業務
東伯勤労者体育センター施設点検業務
文化財センター改修工事設計業務
子育て地域包括支援センター改修工事設計業務

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1054 事業名 技術顧問業務委託事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
企画費

事業期間 開始 平成22年度 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

4,000

事業の対象
(だれに)

事業の目的
(なんのために)

建築の営繕関係では、建築事務所に委託しない場合、業者からの見積をもとに予算計上及び実施設計を行っ
ていたため、入札時には、積算根拠、設計条件等の質問に答えることができない。また、災害の発生時に
は、施設等の被災状況や健全度の判断が的確に行えない場合がある。建築関係以外の特殊業務、事業でも同
様であり、適正価格での効率的な事業執行を図り、町の技術者不足を補うためには、高度な専門知識を有す
る各分野の技術士から、指導・助言・支援等を受ける必要がある。

平成29年度 4,000 0 0 0 0

28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度から
の改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

実績 19 20 13技術支援業務 件
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 4,000 0 0 0 0 4,000 7,301
平成28年度 4,000 0 0 0 0 4,000
平成29年度 4,000 0 0 0 0 4,000

0前年度増減 0 0 0 0 0

- ②-10 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

3 -
2 -
1 -
2 1 3

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1160 事業名 琴浦町男女共同参画審議会運営費 事業区分

総合計画 基本施策 安全で安心して暮らせるまち　 主要施策 ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで輝く 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ -
重点項目 女性が輝き、活力を生むまち 重点項目 -

施策 ワーク・ライフ・バランスの推進と女性の活躍促進 施策 -
文書広報費

事業期間 開始 平成20年度 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

529

事業の対象
(だれに)

事業の目的
(なんのために)

町の男女共同参画に関する重要事項を調査、審議する。

平成29年度 529

　　配布用製本印刷費（4色刷り）   　1冊1,245円×200冊＝249千円
　　概要版印刷代（7,000部・4色刷り）1部24円×5,800部＝139,200円（全戸配布・各種講演会等配布）
　　消費税　　　　　　　　　　　　　　（139,200円＋249千円）×1,08（消費税）＝419,256円≒420千円
３　女性の役員登用率の増加　
　　区長選出時に女性の登用について文書を発送し、啓発を行う。

前年度
からの

改善点等

・第3次プランの内容について、審議会にてご意見をいただく。
・第3次プラン策定に伴う印刷・製本費。

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

１　琴浦町男女共同参画審議会の開催　　109千円
　　開催回数　　 　　　　　　　　　　 年間4回程度
　　審議会内容　　                    第2次琴浦町男女共同参画プランの進捗管理

　　　 　第3次プランについての意見聴取
                                      男女共同参画に関する重要事項を調査、審議
    委員報償費　　                    13人×4回×2千円＝104千円
　　消耗品費　　　                    5千円
２　第3次男女共同参画プラン印刷・製本費　420千円

年度 27 28 29 30 31

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　■条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町男女共同参画推進条例

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標
・自治会役員における女性の割合40％（平成31年まで）
・男女共同参画推進認定企業30企業（町内・平成31年まで）

年度毎
KPI

年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

指標
自治会役員女性割合　20％
男女共同参画推進認定企業
18企業

自治会役員女性割合　25％
男女共同参画推進認定企業
21企業

自治会役員女性割合　30％
男女共同参画推進認定企業
24企業

自治会役員女性割合　35％
男女共同参画推進認定企業
27企業

自治会役員女性割合　40％
男女共同参画推進認定企業
30企業

30 35
実績 - 20.5 22

自治会役員における
女性の割合30％

％

目標 - 20 25

達成率 - 102.50% 88%
男女共同参画推進認
定企業20企業（町
内）

企業

目標 15 18 21 24 27

達成率 93% 100% 105%
実績 14 18 22

30（5年間累計） 30（5年間累計）
実績 - 10 13

男性の育児休業取得
による奨励金対象者
数（5年間累計）

人
目標 - 30（5年間累計） 30（5年間累計）

達成率 - 33% 43%

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 57 57 53
平成28年度 407 407 住民意識調査実施
平成29年度 529 529 第３次プラン策定

153前年度増減 122

- ②-11 -



平成 年度 事業説明書
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２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1193 事業名 地域おこし協力隊活動事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 3ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで輝く 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 協働によるまちづくり 重点項目

施策 まちづくり団体等への支援による地域活性化の推進 施策
企画費

事業期間 開始 平成26年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○概ね1年以上3年以下の一定期間、町内に居住し、町の求める業務や自ら提案して取り組む業務を実施。

1　報酬　8,964千円（5人分）
2　活動費　8,621千円（5人分）
　　社会保険料1,890千円、報償金140千円、旅費（普通旅費500千円、費用弁償197千円）、需用費（消耗品
費800千円、燃料費607千円、印刷製本費100千円）、役務費（通信運搬費100千円、広告料40千円、手数料210
千円、自動車保険料87千円、保険料100千円）、使用料及び賃借料（使用料355千円、借上料1,265千円、賃借
料900千円）、備品購入費560千円、負担金補助及び交付金（負担金230千円、補助金540千円）

3　【新】起業補助金　1,000千円
　　・任期終了年度または退任後1年までの隊員への起業補助金（1,000千円×1人）
4　【新】協力隊の募集に係る経費　普通旅費140千円
　　　新・農業人フェア、移住定住相談会等で協力隊を募集する（1団体当たり上限200万円）
　　　　東京1回　46,300円（31,000円＋10,900円＋4,400円）×1人
　　　　大阪2回　52,800（11,100円＋10,900円＋4,400円）×1人×2回
　　　　広島1回　40,520円（25,220円＋10,900円＋4,400円）×1人
5　【新】協力隊の募集に係る経費　使用料119千円
　　　出展料　118,800円（32,400円×3会場＋21,600円×1会場）
6　【新】協力隊の募集に係る経費　委託料300千円
　　　パンフレットデザイン、制作料

前年度
からの

改善点等

・募集について、自ら提案する「提案型｣協力隊とし、年度を通した随時募集とする。
・移住相談会や農業人フェア等で選択肢の1つとして協力隊のＰＲや募集を行うため、職員の旅費を計上。
・退任する協力隊の起業支援として、補助金を創設。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

19,144

事業の対象
(だれに)

三大都市圏を初めとする都市地域等から町内に住民票を移し、まちおこしに取り組む隊員及び担当職員

事業の目的
(なんのために)

総務省の「地域おこし協力隊」制度を活用し、都市部から転入した隊員の意欲や能力を生かした新しい発想
の地域おこし策や、移住・定住による地域活性化・地域力の維持・強化を図る。

平成29年度 19,144 0 0 0 0

規程の名称 地域おこし協力隊推進要綱（総務省）、琴浦町地域おこし協力隊員の設置及び勤務条件等に関する要綱（町）

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 地域おこし協力隊の定住人数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 ‐ ‐ 1人 2人 3人

5 5
実績 1 3 3

協力隊の委嘱人数
（OB含む累計）

人
目標 1 4 5

達成率 100% 75% 60%

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 11,973 11,973 8,985 特別交付税措置

平成28年度 21,046 21,046 隊員400万円/1人

平成29年度 19,144 19,144 起業100万円/1人

-1,902 募集200万円/1団体前年度増減 -1,902

- ②-12 -



平成 年度 事業説明書
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２　当該年度の事業費

３　事業の概要
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単位
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□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1195 事業名 町内地域づくり団体の連携 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 3ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで輝く 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 協働によるまちづくり 重点項目

施策 まちづくり団体等への支援による地域活性化の推進 施策
企画費

事業期間 開始 平成26年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○一般財団法人　地域活性化センター負担金　70千円

○【改】琴浦まちづくりネットワーク補助金（Ｈ27～Ｈ29　3年目）　550千円
　　（内訳）・研究会等の運営経費及びまちネット事務局運営経費　500千円
　　　　　　　　まちづくりプランやまちネット組織の維持・体制づくりなど、町全体の活性化にかかる
　　　　　　　　研究会等の運営経費、及び、まちネット事務局の運営経費
　　　　　　・リーダー育成のための研修等の参加旅費　50千円
　　　　　　　　地域づくりの担い手の育成と確保のため、まちネット会員等が全国研修または交流会等
　　　　　　　　へ参加するための交通費（上限額)
　
○【新】まちネット連携事業にかかる補助事業委託料　1,500千円
　　　まちネット会員等による、ネットワークを生かした新たなまちづくりへの取り組みを促進するた
　　め、会員同士が連携し、協働で取り組む事業への補助事業を委託する。
　　（内訳）協働事業への補助金　＠100千円×13件（補助率2/3、限度額100千円）
　　　　　　事務費　200千円

前年度
からの

改善点等

まちネットへの支援3年目（Ｈ27～Ｈ29）にあたり、まちネットアクション＆プロポーザルプランの実践にか
かる研究会、更なる協働の取り組みに向けた組織の再検証と持続に向けた仕組みづくりを考えるため、運営
支援を行う。
会員同士のネットワークや協働の取り組みを促進するため、会員への補助事業を委託する。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

2,120

事業の対象
(だれに)

町内で活動する地域活性化団体及び琴浦まちづくりネットワーク

事業の目的
(なんのために)

町内地域活性化団体の連携を目的に設立した「琴浦まちづくりネットワーク」組織の維持・発展を進めると
ともに、新たなまちづくりに向けた取り組みを支援するため、まちネットへ補助し、更なる協働のまちづく
りを推進する。

平成29年度 2,120 0 0 0 0

規程の名称 琴浦まちづくりネットワーク運営費補助金交付要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 地域活性化団体の課題解決に向けた取り組み事業数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31
指標 9 － 10 15 20

24 25
実績 21 21 21まちネット会員数 団体
目標 - 23 23

達成率 - 91.30% 91%

会員同士の協働の取
り組み

回
目標 - 3 13

達成率 33.30%
実績 1

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 2,070 2,070 2,070 鳥取県市町村交付金
平成28年度 2,170 2,170 〃
平成29年度 2,120 2,120

-50前年度増減 -50
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

1
1
1
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要
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29

事業番号 1229 事業名 縁結び事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 1地域の宝である子どもを産み育てやすいまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで育む 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 出会いと結婚の希望をかなえる 重点項目

施策 縁結び・婚活事業の充実 施策
企画費

事業期間 開始 平成26年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

357

事業の対象
(だれに)

結婚を希望する独身の男女。

事業の目的
(なんのために)

結婚を希望する独身男女の出会いの場の創出や、セミナー等の開催により、未婚・晩婚化の解消を図る。

平成29年度 397 0 40 0 0

結婚に向けた出会いの場
の創出を図る事業
①単独市町村が申請する
場合
　　　　　　　　300千円
②地方公共団体の組合
（広域連合、一部事務組
合）等が申請する場合
　　　　　　　1,000千円

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合
は、概要を
記載し、補
足事項は
「６参考資
料」欄に記
載する。

○縁結びコーディネーターの活用
　　・縁結びコーディネート事業連絡会の開催（コーディネーター同士の情報交換会）　83千円
　　　　連絡会報償金　＠2,000円×6人×6回＝72,000円
        名刺代　＠500円×6人＝3,000円
　　　　名刺印刷代　＠1,300円×6人＝7,800円
　　・結婚を希望する独身男女の出会いの機会づくりと、そのフォローにより成婚を目指す。　234千円
　　　　縁結びコーディネーター活動報償金　＠2,000円×1回×12月×6人分＝144,000円
　　　　成功謝礼金　＠30,000円×3組＝90,000円
　　・【新】県の補助事業を活用した婚活事業の実施（補助率1/2）　80千円
　　　　お寺を活用した婚活イベントの開催（座禅コン、寺コン等）
　　　　　消耗品等（紙、準備品等）　50,000円
　　　　　印刷製本費（チラシ印刷）　20,000円
　　　　　講師謝金　＠10,000円×1人
　　・【新】中部の婚活支援員との情報交換会の実施

○【新】カンパニー婚活の実施（県事業）
　　　違う企業や業種の人との交流を希望する独身グループ同士をマッチングさせ、企業間の交流、
　　新たな出会いの支援をするカンパニー婚活の周知を行い、事業所間コーディネーターの配置に
　　向け、企業へのＰＲを実施。
　【イメージ】
　　　①グループをつくる・・・同一企業・団体・業種の独身者2～5名（同性）のグループをつくる
　　　②エントリーする（無料）・・・エントリーシートに必要事項（代表者名、人数、希望業種等）を
　　　　記入し、社員証又は名刺の写しを添付し提出。
　　　③マッチング・・・双方のグループの要望が合えばマッチング。

○結婚に向けた出会いの機会等創出事業補助金交付要綱（鳥取県事業）
1補助事業 2補助対象経費 3補助率 4補助限度額

①出会いの場を
提供するイベン
ト等の開催
②結婚を希望す
る者のスキル
アップセミナー
等の開催
③出会いの場を
創出するための
機運醸成に資す
る事業

①法消費、旅費、需用費（消耗品等）、役務費（広告
料等）、委託料、負担金（複数の市町村で構成する協
議会等でイベント等を開催する場合に限る）、使用料
又は賃借料

②次に掲げる事業又は経費は、補助対象としない。
　ア　国、県その他団体等からの補助金、交付金等の
助成の対象となっている事業又は委託されている事業
　イ　事業と直接関係がない事業者の恒常的な運営経
費
　ウ　事業者の内部の者に対する謝金及び委託料
　エ　飲食又は宿泊を伴う企画における参加者及びス
タッフの飲食費並びに宿泊費
　オ　参加者の飲食代がイベント体験量に含まれてお
り、これらを分けることができない場合の当該体験料
　カ　参加者への土産品並びにイベントで行ったゲー
ム等の景品もしくはそれに準ずるもの

1/2

- ②-14 -



４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

28 29

前年度
からの
改善点等

婚活イベントの実施
カンパニー婚活のＰＲ

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町縁結びコーディネート事業実施要綱

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標 3組 6組 10組 15組

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 事業による成婚者数（累計）

年度毎
KPI

年度 27

20 20
実績 0 16

広域婚活ツアー・セ
ミナーの参加者数

人
目標 - 15

達成率 107%

縁結びイベント参加
者数

人
目標 - 10 16 20

達成率 0%
実績 0 未実施

5 8
実績 0

カンパニー婚登録企
業数

社
目標 -

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 53 53 24
平成28年度 586 150 586
平成29年度 397 40 357

-229前年度増減 -189 -110

- ②-15 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

1
4
2
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

遊具は経年の変化や利用状況、環境変化により劣化していく。
全国的に遊具のメンテナンス不足による事故はあとをたたないが、子どもたちがいろいろなことを
学び、楽しむための遊具で起こる事故はあってはならない。このようなことを未然に防ぐため、
安心・安全に遊ぶことが出来るよう、遊具の定期点検を実施する。（維持管理上必要な定期点検は、
国土交通省の指針によると年1回以上の頻度で行うとされている。）

遊具点検委託業務　300,000円×1.08=324,000円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1231 事業名 子どもの遊び場環境整備事業 事業区分

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域の宝である子どもを産み育てやすいまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで育む 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 ふるさとを愛する教育の充実 重点項目

施策 文化・芸術・遊びを通じた子どもの心の育成 施策
企画費

事業期間 開始 H26 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

324

事業の対象
(だれに)

町内の園児・児童及びその保護者

事業の目的
(なんのために)

子どもが安心・安全に遊ぶことができる環境を整備する

平成29年度 324 0 0 0 0

28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等
・遊具の安全管理と適切な維持管理を行っていくため、点検業務を行う。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 H32年度公園などの遊び場が充実していると感じる保護者の割合50％（H26:9.3%）

年度毎
KPI

年度 27

実績 27 12 8公園遊具修繕等工事 箇所
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 2,000 0 0 0 0 2,000 1,943
平成28年度 2,562 0 0 0 0 2,562
平成29年度 324 0 0 0 0 324

-2,238前年度増減 -2,238 0 0 0 0

- ②-16 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

3 1
4 4
1 1
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

【改】
　○報償金　640千円
　　・企画委員報償金　64千円（2,000円×8人×4回）

　○旅費　20千円
　○消耗品費　105千円
　　・事務費、消耗品等　100千円
　　・教科書（あいうえお論語）　5千円（210円×20部）
　○食糧費　16千円
　　・茶菓代（茶道実習）　200円×20名×4回
　○通信運搬費　50千円
　○保険料　24千円
　　・スポーツ保険加入料（講師）　8千円（800円×10名）
　　・スポーツ保険加入料（児童）　8千円（800円×20名）
　　　生徒から受講料として年間2,000円徴収・・・歳入予算要求有

　○その他特定財源　40千円（2,000円×20名）　⇒　ふるさと創生塾財源に充当

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1307 事業名 ふるさと創生塾 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで輝く 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ コトウラで育む
重点項目 ふるさとを支えるひとづくり 重点項目 ふるさとを愛する教育の充実

施策 地元リーダー育成の推進 施策 ふるさとへの誇りと愛着の醸成
企画費

事業期間 開始 平成28年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

　　・講師謝金　384千円（8,000円×2人×24回）
  　・講師謝金（校外学習・外部講師等）費用弁償　192千円（8,000円×2人×12回）
　　　　※参考：H28年度講師謝金申合せ額（社会教育、公民館活動事業にかかる講師を対象）

前年度
からの

改善点等

H28年度は開塾に向けた企画、検討を行った。
H29年度からは、広報、生徒募集を行い、塾を実施する。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)

815

事業の対象
(だれに)

琴浦町内の小学校5、6年生

事業の目的
(なんのために)

ふるさとへの愛着と誇りを醸成し、礼儀や自ら考えて行動する力を養い、その力を将来生かせる人材を育
む。

平成29年度 855 0 0 40 0

規程の名称

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31
指標

20 20
実績

ふるさと創生塾生数
（修了生を含む）

人
目標 - - -

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 - -
平成28年度 40 0 0 0 0 40
平成29年度 855 40 815

775前年度増減 815 40

- ②-17 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4 3
2 3

(2) (1)
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1308 事業名 集落支援員活動事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ だれもが健康で心豊かに暮らせるまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ コトウラで輝く
重点項目 健康寿命日本一を目指すまちづくり 重点項目 協働によるまちづくり

施策 安全・安心で暮らせるまちづくり 施策 まちづくり団体等への支援による地域活性化の推進

企画費
事業期間 開始 平成28年度 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

　将来も安心して以西地区で暮らし続けるため組織づくりを計画している【仮称】以西地区振興協議会に対
し、行政からのサポートの一つとして人的支援を行う。当面の間は役場職員の補佐業務、先には協議会の事
務局を担えるよう育成する。協議会が正式に活動する際には、協議会の主体性を推進するため、一括交付金
の中に人件費を含め、協議会で雇用されるよう検討する。
　【具体的業務】
　　○各集落の会合等における意識の醸成
　　○取組みの広報活動
　　○地区公民館事業への参画、支援
　　○目指すべき将来像とその実現に向けた活性化プランの作成
　人件費（6月～3月）
　　・月額　142,800円×10ヶ月＝1,428,000円
　　・社会保険料　月額31,000円×10月＝310,000円
　報償金　・講習等謝金　30,000円
　旅費　　・研修等旅費　100,000円
　需用費　・消耗品　250,000円
　　　　　・灯油代　20,000円
　　　　　・チラシ等印刷費　100,000円
　役務費　・郵券代　50,000円
　　　　　・インターネット通信料（PC用）　3,000円×10ヶ月＝30,000円
　　　　　・スマートフォン代　2,500円×10ヶ月＝25,000円
　　　　　・イベント等に係る保険料　　20,000円
　備品　　・PC、カメラ等　223,000円
　負担金　・研修等参加負担金　40,000円

前年度
からの

改善点等

　28年度は、地区からの推薦を優先として公募したが応募がなかった。29年度は、業務の見直しを行うとと
もに、地区内等に人材がいない場合は、ハローワーク等での募集を行い、幅広く人材を募る。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

2,626 特別交付税措置

事業の対象 　町民

事業の目的
(なんのために)

　地域の実情や集落の課題を把握し、町民と行政の協働のもと、地域活力の維持、活性化対策を推進するた
め、集落支援員を設置する。

平成29年度 2,626

規程の名称 琴浦町集落支援員の設置及び勤務条件等に関する要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 安心・安全に暮らせるまちであると感じる人の割合

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31
指標 80%

1
実績 0集落支援員の人数 人
目標 3

達成率 0%

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度
平成28年度 7,000 7,000
平成29年度 2,626 2,626

-4,374前年度増減 -4,374

- ②-18 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4 1
1 1
2 1
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1323 事業名 結婚新生活支援事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 1地域の宝である子どもを産み育てやすいまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ コトウラで育む
重点項目 移住・定住希望者のIJUターン支援 重点項目 出会いと結婚の希望をかなえる

施策 空き家の活用や宅地にかかる移住・定住促進 施策 縁結び・婚活事業の充実
企画費

事業期間 開始 平成27年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○【改】新たに婚姻する世帯への家賃助成　補助金720千円
・対象世帯に対し、実質家賃負担額の2/3（上限20千円)を助成する。（Ｈ29年度末まで）
　　　20千円×12月×3件＝720千円
 　　　（国補助金：補助上限額240千円×補助率2/3　240千円×2/3×3件＝480千円（予定））
・平成29年度末に本補助金における交付月数が12カ月未満の世帯に対しては、12カ月に達するまでの期間、
「琴浦町新婚世帯家賃助成事業」（補助率1/2）への申請を可とする。
・助成期間中に、町の子育て支援策や町内の住宅地情報をお知らせし、町内への定住を促進する。(H27作成
した子育てパンフレットを活用）

前年度
からの

改善点等

・国の要綱改正に伴い、県補助金の上限が180千円→240千円に増額の見込み。
　対象世帯の所得要件についても、現行の300万円未満から340万円未満へ変更予定。
・1件あたりの助成上限額を33,000円→20,000円に変更。　→要綱の改正が必要

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

240

事業の対象
(だれに)

世帯所得340万円未満の新規に婚姻した世帯で、平成29年4月1日以降に新たに賃貸住宅を借り受け、転居した
夫婦。

事業の目的
(なんのために)

経済的理由で結婚に踏み出せない低所得者を対象に、新規に住宅を借り受けた場合の家賃を助成することで
結婚に伴う新生活を経済的に支援し、婚姻数の増加につなげる。（国補助事業）

平成29年度 720 0 480 0 0

規程の名称 琴浦町結婚新生活支援事業補助金交付要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 人口の社会増減数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 － △200人
（H27→H31累計）

3
実績 0申請者数 件
目標 - - 3

達成率 0%

空き家の活用 件
目標 - 1 1 1

達成率
実績 0

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度
平成28年度 792 405 387
平成29年度 720 480 240

-147前年度増減 -72

結婚新生活支

援事業（国補助）
申請

Ｈ29.4.1 Ｈ30.3.31

新婚世帯家賃助

成事業（単町）

新婚世帯への補助期間：合わせて1年間

2/3補助（上限20,000円/月）

1/2補助（上限10,000円/月）

国補助上限240,000円×2/3
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4
1

(1)
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1283 事業名 第二成人式事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ だれもが健康で心豊かに暮らせるまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 移住･定住希望者のＩＪＵターン支援 重点項目

施策 コトウラ体験等による移住・定住促進 施策
企画費

事業期間 開始 平成27年度 終了 実施主体 □琴浦町 ■その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

　実行委員会の規約に基づき、毎年度、25歳を迎える者で実行委員会を組織。実行委員会の開催により、日
時、場所、内容等を決定して開催する。

　委託料　５００，０００円
　　・会場費　　　　　３０，０００円
　　・講演謝礼金　　１００，０００円
　　・参加者負担金　２５０，０００円（2,500円×100名）
　　・景品、土産代　　５０，０００円（500円×100名）
　　・郵券代　　　　　２２，０００円（110円×200名）
　　・消耗品等　　　　４８，０００円

前年度
からの

改善点等

　27年度は、役場職員で実行委員会を組織したが、参加人数が少なかった。28年度は、その年代で中心とな
り参加の声掛けができる町民の方に参画いただいている。また、27年度は8月15日に開催したが、実行委員会
での協議の結果、より参加者数が見込める1月2日とした。
　29年度については、27、28年度の結果を踏まえ、より集まりやすい日程、内容等を実行委員会で検討して
いく。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)

500

事業の対象
(だれに)

　２５歳に到達する琴浦町出身者及び在住者

事業の目的
(なんのために)

　本町の直近１０年の転出は、２０～２４歳が多く、転入は２５～２９歳が多い状況である。２５歳の出身
者・在住者を対象とした第二成人式を開催することにより、琴浦町を離れて疎遠になった同級生との絆の確
認や、地域社会の繋がりを強化するとともに、Ｕターンの促進を図る。また、本町の魅力を町出身者に再認
識していただき、ＰＲに繋げることを目的とする。

平成29年度 500

規程の名称 琴浦成人+5式実行委員会規約

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 人口の社会増減数　△272人　→　△200人

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 △200人

100
実績 29 58参加者数 人
目標 157 100

達成率 18% 58%

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 500 500 216
平成28年度 500 500
平成29年度 500 500

0前年度増減 0

- ②-20 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4
1
2
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1290 事業名 新婚家庭支援事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 1地域の宝である子どもを産み育てやすいまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 移住・定住希望者のIJUターン支援 重点項目

施策 空き家の活用や宅地にかかる移住・定住促進 施策
企画費

事業期間 開始 平成27年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○【改】新婚世帯への家賃助成　　補助金4,380千円
　　・結婚3年目以内の新婚世帯に対し、実質家賃負担額の1/2（上限25千円)を1年間助成する。
　　　　　補助金（Ｈ27交付決定分：3件）　54千円×12月＝648千円
　　　　　　　　（Ｈ28交付決定分：10件）　211千円×12月＝2,532千円
　　　　　　　　　新規申請分（10件分）　＠10千円×10件×12月＝1,200千円
　
　　・助成期間中に、町の子育て支援策や町内の住宅地情報をお知らせし、町内への定住を促進する。
　　　(H27作成した子育てパンフレットを活用）
　
○子育て支援パンフレットの活用
　　　町内及び中部地区美容室等に配架依頼し、琴浦町の子育て支援策について周知し、町内への転居
　　を促す。

前年度
からの

改善点等

○家賃助成
　・対象者の要件を、平成27年度以降の転居→「当該年度の4月1日以降に転居」　に変更。
　・補助金支給期間を3年間→1年間　に変更。
　・1件あたりの助成上限額を25,000円→10,000円に変更。　　　　→要綱の改正が必要。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

4,380

事業の対象
(だれに)

結婚3年以内の新婚世帯で、平成29年4月1日以降に町内賃貸住宅へ転居した夫婦。

事業の目的
(なんのために)

町内への新婚夫婦の定住を促すため、新婚世帯に対する家賃助成を行い経済的負担を軽減すると共に、婚姻
に伴う町外流出を抑え、婚姻時の新居選びの候補となることで、若年女性人口の増加を図る。
また、子育て支援策などをPRすることで、その後の町内への定住を図る。

平成29年度 4,380 0 0 0 0

規程の名称 琴浦町新婚世帯家賃助成事業補助金交付要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 人口の社会増減数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 － △200人
（H27→H31累計）

20 20
実績 4 14申請者数 件
目標 - 10 10

達成率 40% 140%

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 3,000 3,000 540
平成28年度 864 864
平成29年度 4,380 4,380

3,516前年度増減 3,516
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1282 事業名 琴浦町総合戦略推進事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
企画費

事業期間 開始 平成27年度 終了 平成31年度 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○地方創生推進会議の実施　報償金165千円

　　・推進会議によるPDCAサイクルの実施、戦略の見直し等
　　　　推進会議報償金＠2,000円×24人×3回＝144,000円
　　　　　　　　　　　＠7,000円×1人×3回＝21,000円

○総合戦略実現に関する研修等への参加旅費　237千円

　　・東京方面　（宿泊費＠10,900円×1日+日当＠2,200円×2日+航空運賃55,580円）×2回
　　・大阪方面　（宿泊費＠10,900円×1日+日当＠2,200円×2日+JR16,340円）×3回

前年度
からの

改善点等

H28は琴浦まちづくりネットワークと共催でシンポジウムを実施
総合戦略終了年度又は前年度（H30又はH31）に改めてシンポジウム等を開催

根拠法令等 □法令(義務)　■法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

402

事業の対象
(だれに)

町民、町出身者など町に縁のある人

事業の目的
(なんのために)

平成27年10月に策定した「琴浦町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の具体化と目標達成のため、庁内各課
と連携し、琴浦町の地方創生を推進する。
また、地方創生についてより一層の啓発を図るため、シンポジウムなどを実施し、町民自ら地域再生を意識
する機運を醸成する。

平成29年度 402 0 0 0 0

規程の名称 まち・ひと・しごと創生法

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 －

実績 10/20策定
琴浦町まち・ひと・
しごと創生総合戦略
策定

-
目標 - 戦略策定

達成率 - 達成
地方創生にかかるシ
ンポジウム（講演）
等の実施

回
目標 - 2 0 0 1

達成率 50%
実績 0 1

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 6,000 6,000 3,266
平成28年度 1,486 1,486
平成29年度 402 402

-1,084前年度増減 -1,084
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4
1
3
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1330 事業名 輝く地域づくり事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 3ふるさとの魅力を誇り、生き生きと輝くひとづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 移住・定住希望者のIJUターン支援 重点項目

施策 地域の拠点の整備促進 施策
企画費

事業期間 開始 平成28年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○地域課題の解決に向けた取り組みをする団体に対し、補助金を交付する。　補助金800千円
　　　新規団体＠200千円×1団体（補助率10/10、上限200千円）
　　　既存団体＠200千円×3団体（補助率2/3、上限200千円）

○地域づくりのための研修、講座等を地域内で開催する場合、講師謝金（交通費込み）を支給する。
講師との連絡調整・運営は各団体が行い、町は費用負担を行う。
町と共催の位置付け（1団体1回限り）。　　報償金200千円
　
　　　講師謝金（交通費込み）：＠100千円×2地区
　　　（限度額・・・県外講師：100千円、県内講師：50千円）

前年度
からの

改善点等

この事業を活用した既存団体が、地域づくりのための更なる研修、講座等を実施する場合に、講師謝金を町
が支給し、地域主体のまちづくりの発展を図る。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

1,000

事業の対象
(だれに)

町内の複数の集落で組織し、自主的で継続的な地域づくりを目的とした活動を行う団体。

事業の目的
(なんのために)

　少子高齢化、若者の流出等により集落機能の維持が懸念され、自分たちの地域で将来にわたって安心して
暮らしていくためには、地域住民が主体となって活力ある地域を築いていこうとする動きが重要となる。
　町内の各地域で組織する団体等が、自らその暮らす地域を考え、地域課題の抽出、把握及びその解決に向
けた取り組み等を実施し、自らの手で活力ある地域を築いていこうとする取り組みに要する経費に対して支
援することで、住民主体の地域づくりの推進に資することを目的とする。

平成29年度 1,000 0 0 0 0

規程の名称 琴浦町輝く地域づくり事業補助金交付要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 地域協議会の拠点地区数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 5地区

1
実績 1

地域協議会組織の設
立

地域
目標 - 1

達成率 - 100%

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度
平成28年度 1,000 1,000 新規1団体、既存5団体

平成29年度 1,000 1,000
0前年度増減 0
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4
2
2
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1332 事業名 若者定住等による集落活性化総合対策事業 事業区分

総合計画 基本理念 安心安全で暮らせるまち 基本テーマ 4だれもが健康で心豊かに暮らせるまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 健康寿命日本一を目指すまちづくり 重点項目
施策 安心・安全で暮らせるまちづくり 施策

企画費
事業期間 開始 平成28年度 終了 平成30年度 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○【新】上中村集落への移住者に対する生活支援　補助金2,496千円
　・平成28年度～平成30年度事業
　・H28に移住者の受入を表明し、地域プランを作成した上中村集落への移住者に対する生活支援。
　　　　移住者生活支援補助金　＠208千円×12月×1件

＊鳥取県若者定住等による集落活性化総合対策事業費補助金交付要綱
　県補助率・・・市町負担額の2/3
　補助限度額（1件あたり）・・・地域プラン策定事業（200千円）
　　　　　　　　　　　　　 　　移住者生活支援（1,666千円）
　　　　　　　　　　 　　　　　住宅取得等支援又は地域活性化活動支援（1,666千円）
　　　　　　　　　　 　　　　　通学支援（月13千円）
　　　　　　　　　　 　　　　　空き家除去等（2,000千円）

前年度
からの
改善点等

平成28年度中に地域プランを作成した集落が対象となるため、平成29年度は移住者に対する生活支援が主。
地域活性化の取り組みは、現時点では計画なし。
（県が実施する同事業については、平成29年度からは地域おこし協力隊を対象とする見込み）

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

832

事業の対象
(だれに)

中山間地域における小規模高齢化集落及びそれに準じる集落
町外から新たに該当集落へ移住する45歳未満の者

事業の目的
(なんのために)

県の補助事業を活用し、小規模高齢化集落等において、将来の集落を担う新たな人材（移住者）を確保し、集
落の過疎化の進行に歯止めをかけると共に、集落等が一体となって取り組む集落再生及び活性化に向けた取り
組みを支援する。

平成29年度 2,496 0 1,664 0 0

規程の名称 琴浦町若者定住等による集落活性化総合対策事業費補助金交付要綱

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 安心・安全に暮らせる町であると感じる人の割合

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 － 80%

実績 0 0地域プラン作成集落 集落
目標 - 1

達成率 0%

事業による移住世帯
数

世帯
目標 - 1 1

達成率 0%
実績 0 0

1
実績 0

事業による地域活性
化の取り組み

件
目標 -

達成率 0%

年度
当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度
平成28年度 0 0
平成29年度 2,496 1,664 832

832前年度増減 2,496 1,664
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

4
1
(3)
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

■新規 □継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1390 事業名 地域の拠点整備事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ だれもが健康で心豊かに暮らせるまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラに根づく 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 移住･定住希望者のＩＪＵターン支援 重点項目
施策 地域の拠点の整備促進 施策

企画費
事業期間 開始 H29.4 終了 H30.3 実施主体 □琴浦町 ■その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

【新】　旧以西小学校の１階については、「旧以西小学校リノベーション検討委員会」において、活用方法及
びその運営方法について検討しているところ。平成２８年度中に、活用方針等を決定した時点で、リノベー
ション検討委員会は、発展的解散をし、新たな運営組織を立ち上げるための設立準備委員会を２９年度に立ち
上げる。
　準備委員会の運営については、軌道に乗るまで職員が支援を行うほか、サポートとして集落支援員を配置す
る。平成３０年度からは、新たな組織の活動をスタートさせ、以西地区内の公共施設の指定管理や集落支援員
の人件費も含めた一括交付金等で財源を確保し、自立した地域づくりへと繋げる。

　町から組織への補助金　１，５００，０００円
　　　（１）話合いの経費
　　　　　・講師謝金　200,000円・需用費　300,000円・印刷製本費　300,000円
　　　（２）先進地視察
　　　　　・視察費　200,000円
　　　（３）試行事業経費
　　　　　・備品等　500,000円

前年度
からの
改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)

500

事業の対象
(だれに)

　以西地区住民（モデル地区）

事業の目的
(なんのために)

　以西地区は、町内9地区の中でも人口の減少率が高く、各集落の機能低下等が危惧されるところ。将来も安
心して以西地区で暮らし続けるための対策として、旧以西小学校の１階を地域の拠点として整備するととも
に、その拠点を運営する組織として、以西地区の主体性を基本とし、地域全体で支え合う活動を行う新たな組
織を立ち上げる。

平成29年度 1,500 1,000

規程の名称

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 地域協議会の拠点地区数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 5地区

実績
目標

達成率

年度
当初
予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度
平成28年度
平成29年度 1,500 1,000 500 県2/3　小さな拠点

500 ＊日本財団検討前年度増減 1,500 1,000

ステップ１

住民の意識醸成

ステップ２

組織設立、計画づくり

ステップ３（Ｈ３０年度）

取組開始、活動の展
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

1
1
1
2 1 7

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

 

４　事業達成度と数値目標

単位

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 企画調整係

29

事業番号 1321 事業名 地方創生広域婚活事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 1地域の宝である子どもを生み育てやすいまちづくり

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで育む 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 出会いと結婚の希望をかなえる 重点項目

施策 縁結び・婚活事業の充実 施策
企画費

事業期間 開始 平成27年度 終了 ‐ 実施主体 □琴浦町 ■その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

1 広域婚活事業各市町負担金　200千円
　・中部地区の独身男女の出会いの場イベントや結婚するための意識づくりセミナーの実施
　　（広域連携事業）
　　　　事業費2,000千円のうち、1/2は県補助金、残り1,000千円を中部市町村で均等割
　　　　内容：異性の考え方の違い、好まれる人間像、センスアップなど
　
　・鳥取中部ふるさと広域連合及び中部市町による協議会を設置し、（一財)鳥取中部観光推進機構へ事業委
託を行い実施する。
　　・婚活事業担当者会議を開催し、事業の検討や各市町で設置する婚活支援員等の活動状況の情報交換を
行う。
　

前年度
からの

改善点等

平成28年度は事業のスタートが遅く、地震の関係もあってツアーとセミナーそれぞれ半分しか実施できな
かったため、今年度は検討のスタートを早め、複数回実施できるように働きかける。

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　■なし　□(　　　　　　　)

200

事業の対象
(だれに)

中部1市4町在住の独身男女（概ね20歳～45歳）

事業の目的
(なんのために)

　結婚を希望していながら、結婚に対する意識の未熟さや、出会いの機会に恵まれないなど個人的な側面を
支援するため、中部1市4町と広域連合が連携して婚活ツアー及びセミナーを開催し、結婚への後押しをす
る。

平成29年度 200 0 0 0 0

規程の名称

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 事業実施による成婚数

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標 － 3組 10組 累計15組

2
実績 1

広域での婚活ツアー
実施

回
目標 - - 2

達成率 - 50%

広域婚活ツアー参加
者数

人
目標 - 20 40

達成率 未実施
実績 未実施

4
実績 未実施婚活セミナー実施 回
目標 - 4

達成率 未実施

鳥取中部ふるさと広域連合と中部市町の役割分担

担当者会議

市町

・地域型イベント、セミナー開催

・婚活支援員の配置、フォロー、連

鳥取中部ふるさと広域連

合

・担当者会議事務局

連携・協働

参画参画

- ②-26 -



５　コストの推移

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 0 0
平成28年度 732 732
平成29年度 200 200

-532前年度増減 -532
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 10

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

　・TCBインターネット使用料　933千円
　　赤碕地区の光ケーブル化により、赤碕地区出先のネット契約も本庁に集約。（年度途中で変更契約）
　・TCBインターネット使用料〔公衆Wi-Fi用〕　74千円
　・情報ハイウェイ電柱共架料など　63千円
○借上料　25,040千円
　・ネットワーク機器リース　11,974千円
　　平成26年度に更新したネットワーク機器の機器・保守リース。
　・ネットワーク機器リース（伝送路光ケーブル化に伴う環境構築）
　　東伯7,273千円　　赤碕5,793千円
　　東伯地区（H27）、赤碕地区（H29）の伝送路光ケーブル化に伴う機器・保守リース。
○賃借料　33千円
　・LGWAN接続ルータ レンタル料　33千円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 42 事業名 電算管理（ネットワーク関係） 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
電算機管理費

事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

30,549

事業の対象
(だれに)

琴浦町役場　全職員：約400名（臨時職員 含む）
各施設（本庁・分庁・まなびタウン・保育園・学校・公民館・文化センター・給食センター・総合体育館）

事業の目的
(なんのために)

庁内及び出先機関のネットワーク設備の維持管理を行い、安定した情報通信環境を提供する。

平成29年度 30,549 0 0 0 0

28 29

前年度
からの

改善点等

・平成22年度導入の情報ハイウェイスイッチの更新費用が発生。2,850千円
・公衆Wi-Fi提供開始により、維持費が発生。549千円
・赤碕地区の光ケーブル開通により、切替作業費と新たな機器のリース料が発生。4,211千円

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町情報資産利用規程、琴浦町USBメモリ取扱要綱、琴浦町情報管理規程、

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○委託料　4,406千円
　・情報ハイウェイ保守　1,007千円
　・【新】情報ハイウェイスイッチ更新　2,850千円
　　平成22年度導入の情報ハイウェイスイッチを更新。
　・【新】公衆Wi-Fi認証装置保守　549千円

○使用料　1,070千円

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31
指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 経常費用のため、特になし

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 21,034 0 0 0 0 21,034 20,177
平成28年度 30,742 0 0 0 0 30,742
平成29年度 30,549 0 0 0 0 30,549

-193前年度増減 -193 0 0 0 0
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 10

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

○借上料　9,879千円
　・職員用PCリース　本庁・まなびタウン・出先5,668千円、分庁1,913千円
　・資産管理サーバ・ソフトリース　147千円
　・インターネット用PCリース　1,780千円
　・【新】職員用プリンタリース　371千円
　　職員用プリンタ10台（LGWAN・ネット環境で利用）の機器・保守リース。

　・【新】複合機リース　1,480千円（6～3月分）
　　印刷室複合機オルフィス更新に伴う機器・保守リース。

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 1238 事業名 電算管理（職員用関連） 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
電算機管理費

事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

14,572

事業の対象
(だれに)

琴浦町役場　全職員：約400名（臨時職員 含む）
各施設（本庁・分庁・まなびタウン・保育園・学校・公民館・文化センター・給食センター・総合体育館）

事業の目的
(なんのために)

職員用パソコン・プリンタ・複合機の維持管理を行い、安定稼動及び業務効率化を図る。

平成29年度 14,572 0 0 0 0

28 29

前年度
からの

改善点等

・本庁、分庁、まなびタウンの職員用プリンタの更新（現行機器は8年間使用し老朽化）743千円
　　→LGWAN・ネット環境の印刷を1台のプリンタで行うので、更新が必須と考える。
・ネットワーク分離によりインターネット用パソコンが各課1、2台と激減するため、タブレットを導入し
　ネット検索できる環境を担保する。398千円
・印刷室複合機の更新（現行機器はリース満了＋対応枚数600万枚を越え老朽化）1,480千円

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町情報資産利用規程、琴浦町USBメモリ取扱要綱、琴浦町情報管理規程、

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○消耗品費　2,631千円
　・職員プリンタトナー代、複合機インク代、複合機消耗品　2,631千円
　　→複合機オルフィスの使用増によるインク代の増額。
○修繕料　195千円
○委託料　187千円
　・職員用プリンタ116千円、複合機保守71千円（5月31日分まで）

○賃借料　1,680千円
　・複合機リース　200千円（5月31日分まで）

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 経常費用のため、特になし

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 13,506 0 0 0 0 13,506 13,281
平成28年度 12,443 0 0 0 0 12,443
平成29年度 14,572 0 0 0 0 14,572

2,129前年度増減 2,129 0 0 0 0

- ②-29 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 10

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

○消耗品費　730千円
　・窓口プリンタトナー代など　592千円　　　・OA周辺機器など　138千円

　・総合行政システムソフトウェア保守　1,529千円
　・総合行政システム運用支援　1,636千円
　・総合行政システムハードウェア保守　753千円
　・電算室消火装置 保守点検　38千円
　・総合行政ネットワーク分離（データセンター利用料）　2,722千円
　・ネットワーク分離環境構築（メール無害化ソフト等）　2,665千円
　・財務会計 電子決裁システム利用料　1,273千円
　・【新】自治体セキュリティ強靭化　機器保守　6,212千円

ネットワーク3分離に係る機器（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境ﾒｰﾙｻｰﾊﾞ、ICｶｰﾄﾞ認証ｿﾌﾄなど）の保守。
　・【新】ファイル無害化サービス導入　1,102千円

VOTIRO（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境⇔LGWAN環境間でﾌｧｲﾙをｳｨﾙｽﾁｪｯｸしてやり取りするｻｰﾋﾞｽ）を導入。
　・総合行政システム制度改正対応　5,594千円
　・【新】総合行政宛名連携対応　392千円

ネットワーク分離後、別々に手入力している住民情報・内部情報の宛名を自動連携させる。
　・【新】健康保険証、高齢受給者証一本化対応　324千円

高齢受給者証を廃止し、保険証と統合する。
（70歳以上の高齢受給者が2枚所持する不便さを解消するため）

　・【新】国保情報集約システム連携　1,524千円　【補助10/10】
国保連合会が導入する国保情報集約システムと町の総合行政システムを連携するための改修。

　・【新】契約管理システム改修　1,356千円
契約事務の効率化を図るため、関係様式（開札筆記など）をシステム化する。

　・【新】MCWEL介護保険・後期高齢　還付通知書レイアウト変更　162千円
還付通知書に現在ゴム印・手書きしている内容をシステム印字に変更し業務効率化を図る。

　・住民基本台帳ネットワーク共同利用対応　2,463千円
　・【新】自治体ICT共同化に関する事務委託料　2,781千円

電子申請271千円、行政ｲﾝﾄﾗ56千円、ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ1,844千円、共同事務局経費610千円
○使用料（ウイルス対策ソフト）　760千円
○借上料　32,423千円
　・納付書印刷用連帳プリンタリース　1,811千円
　・基幹サーバ群リース　26,111千円
　・ファイルサーバ群リース　3,801千円
　・連帳納付書裁断・圧着機リース　700千円

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 1239 事業名 電算管理（総合行政システム） 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
電算機管理費

事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○印刷製本費（納付書）　1,372千円
○委託料　32,526千円

前年度
からの

改善点等
・委託料は「6　参考資料」のとおり

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

66,287

事業の対象
(だれに)

琴浦町役場　全職員：約400名（臨時職員 含む）
各施設（本庁・分庁・まなびタウン・保育園・学校・公民館・文化センター・給食センター・総合体育館）

事業の目的
(なんのために)

総合行政システムの維持管理・改修を行い、安定稼動及び業務効率化を図る。

平成29年度 67,811 0 1,524 0 0

規程の名称 琴浦町情報資産利用規程、琴浦町USBメモリ取扱要綱、琴浦町情報管理規程、

- ②-30 -



４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

28 29 30 31

指標

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 61,193 0 0 0 0 61,193 73,235
平成28年度 52,478 0 0 87 0 52,391
平成29年度 67,811 0 1,524 0 0 66,287

13,896前年度増減 15,333 0 1,524 -87 0

- ②-31 -



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 1 10

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 企画情報課 担当係 情報政策係

29

事業番号 1260 事業名 個人番号運用事業 事業区分

総合計画 基本理念 にぎわいと活力に満ちた共生のまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
電算機管理費

事業期間 開始 平成27年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 総務管理費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

2,414

事業の対象
(だれに)

番号利用：全町民
情報提供ネットワーク：自治体、一部事務組合等

事業の目的
(なんのために)

平成28年1月に町民利用開始し、平成29年7月から自治体間の情報連携を開始する個人番号制度の環境整備。

平成29年度 2,414 0 0 0 0

28 29

前年度
からの

改善点等
特になし（国の制度への対応経費のみ予算化するため）

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　■条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)

規程の名称
琴浦町特定個人情報取扱規程、
琴浦町行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用
及び特定個人情報の提供に関する条例

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

○借上料　488千円
　・統合宛名サーバリース　488千円
○負担金　1,926千円
　・中間サーバー整備負担金　1,926千円

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成27年度 47,544 41,187 0 0 0 6,357 54,282
平成28年度 6,184 4,021 0 0 0 2,163
平成29年度 2,414 0 0 0 0 2,414

251前年度増減 -3,770 -4,021 0 0 0

- ②-32 -


